
別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　７　年　１　月　24　日

組織名称

補職名・氏名

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）
１.①体力向上主任研修でACP(ｱｸﾃｨﾌﾞﾁｬｲﾙﾄﾞﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑ)の講習を実施。各小学校で積極導入 ②校長会･教
頭会･生徒指導主事会にて研修を実施 ③小3年生の
施設見学(26学級･約700人)や企業連携(ｶｺﾞﾒ等)によ
る食育講座の実施 ④土曜学習講座の実施（年10
回、参加者636人･中学生ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ106人）。企業及び
団体等との連携 ⑤関係課及び団体との協議を継続
⑥教育支援員及びﾄﾗｲｻﾎﾟｰﾀｰ配置の効果検証(ｱﾝｹｰﾄ
結果の分析)。基礎学力定着と欠席日数減少に効果
⑦安定運用に向けた協議と次年度の受入決定 ⑧校
長会・教頭会での報告とｽﾄﾚｽﾁｪｯｸ分析
２.①共通指標による進捗評価(年2回)の検証と周知
②現状報告と協議(ICT教育､不登校)を実施
③評価を踏まえ、来年度の施策の方向性を検討

目
標
１

第 ３ 次 教 育 基
本計画に基づく
施策の推進及
び進行管理

重点事業の確実
な実施と進行管
理

１.第３次多治見市教育基本計画の推進（重点）
①運動の楽しさを感じる取組（ACP等）の充実
②ﾃﾞｼﾞﾀﾙｼﾃｨｽﾞﾝｼｯﾌﾟ教育の推進
③食育ｾﾝﾀｰを核とした食育の推進
④郷土愛を醸成する教育の推進（土曜学習講座等）
⑤部活動地域移行検討会議の実施とｼﾞｭﾆｱｸﾗﾌﾞ活動にお
ける新たな課題への対応
⑥校内支援体制の整備（教育支援員、校内支援ｾﾝﾀｰ）
⑦医療的ｹｱ児への支援（看護師の配置と運用）
⑧多治見市教職員の働き方改革2024の確実な実行
２.第３次多治見市教育基本計画の進行管理
①共通指標による進捗評価（7･12月）
②総合教育会議の開催（年１回から２回へ）
③教育行政評価委員会の開催（２回）

教育委員会事務局
副教育長　熊﨑健一

１.教育委員会会議及び総合教育会議の適切な運営
２.教育関連施設の適切な管理
①笠原小中学校整備事業（校舎建築）の推進
②学校施設整備計画に基づく改修工事の実施
③旧洗浄ｾﾝﾀｰ、大畑調理場の土地建物の公売（6月）
④共栄調理場跡地活用の調査･研究（3月）
⑤共同調理場･学校調理場の施設整備計画策定（3月）
３.「たじっこｸﾗﾌﾞ」の適正運営に関する監督･指導
４.文化財小学校展示運営及び展示準備（各２校）
５.学校施設大規模修繕の計画的実施（小19、中25件）

目
標
５

教職員の資質
向 上 を 図 る 研
修の実施

学校管理職との
連携強化及び教
員 の ラ イ フ ス
テージに応じた
研修の充実

１.校長会及び教頭会との連携
①校長会･教頭会での学校運営への指導･助言（通年）
②ｽｸｰﾙﾛｲﾔｰの新規配置と運用方法の検討及び実施
③不祥事根絶等に向けた危機管理研修の実施
２.人材育成のための研修の実施
①若手教員育成研修の実施（１人２回）
②ﾐﾄﾞﾙﾘｰﾀﾞｰ育成研修の実施（５回）
③教職員への個別指導･援助（校長の要請による）
④管理職任用に係る研修の実施（12月４回）
⑤中堅教員の資質向上研修の実施（8～11月４回）
⑥教員採用試験のための講師研修の実施（6月３回）
⑦職務別研修の実施（通年）

１.校長会及び教頭会との連携
①校長会での学校運営への指導･助言(12回）
②校長会･教頭会へ制度周知と相談案件の調整(5件)
③不祥事根絶等に関する情報の周知徹底(毎月)
２.人材育成のための研修の実施
①若手教員育成研修の実施(1人2回)
②｢教員のｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修｣の実施(2回)
③教職員への個別指導･援助(随時)
④管理職選考試験に向けた研修の支援(6･7･12月)
⑤中堅教員の資質向上研修の実施(8～11月4回)
⑥教員採用試験のための講師研修の実施(6月3回)
⑦職務別研修の実施(通年)

１.年間計画に基づく定例会及び必要に応じた臨時
会を実施。総合教育会議は､学校ICT利活用と不登
校･不適応への対応について協議
２.①予定通り進捗(解体工事12月､校舎建築1月)
②近年の出生数減少に鑑み、関係課と協議の上、整
備計画に基づく改修工事(減築)の見直しを開始
③売買契約締結(9月)、所有権移転完了(10月)
④公共施設管理課と協議継続中
⑤調理機器等資料を聴取し更新時期整理(3月)
３.連絡会議等を適宜実施。待機児童解消(11月)。
運営に関する保護者からの意見等に随時対応
４.昭和小に設置。学校展示の在り方を再検討
５.全34事業、年度内に完了見込み

目
標
４

教育委員会事
務局の運営と
教育施設の管
理

教育委員会会議
等の円滑な運営
と教育関連施設
及び受託事業者
の適切な管理

T2

T2

１.①教育目標や具体的な取組内容等の協議(年3回)
②小中教員の相互乗り入れによる教科担任制等の実
践と評価。次年度の取組内容の具体化(行事等)
③各WGによる教育目標･教育課程等の協議(月1回)
２.①中学校区単位での取組支援と状況把握(随時)
②幼保小連携、中学校区懇談会、小中連絡会の実施
３.ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会議(5回)、R8からの端末更新準備
４.①取組状況の進捗管理、推進委員会開催(年2回)
②巡回相談(随時)、推進委員会開催(年3回)
③関係課の情報共有、推進委員会開催(年2回)
④計画に基づく各校の取組充実｡全国体力･運動能
力､運動習慣等調査で小5･中2の男女とも全国を上回
る(Tｽｺｱ)

関係機関や地
域・家庭等と
連携した事業
の推進

学力向上や不登
校対策に係る包
括的な取組の推
進と関係機関等
との連携強化

１.学力向上に向けた取組の推進
①各校の指導改善ﾌﾟﾗﾝの進捗把握と指導(通年)
②学力向上推進委員会の充実(２回)
③英語教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの新規配置と確実な運用
２.不登校･いじめの未然防止対策の充実と強化
①ﾄﾗｲｻﾎﾟｰﾀｰの新規配置と運用方法の検証(１小１中)
②不登校対策の強化（ﾊｲﾊﾟｰQUの実施と結果活用）
③弁護士によるいじめ未然防止授業の継続（20回）
④さわらび学級の設置規則改正と指導体制の充実
⑤ｽｸｰﾙﾛｲﾔｰの新規配置と運用方法の検討及び実施
３.青少年健全育成事業に関する業務の遂行
４.市PTA連合会等と連携した家庭教育学級の充実
５.学校運営協議会の設置促進と実施状況の把握

目
標
２

特色ある多治
見市教育施策
の推進

全市的な幼保小
中連携と各教育
プランの推進

１.笠原小中学校の開校に向けた準備
①幼保小中一貫教育研究会の開催（隔月）
②開校に向けたｿﾌﾄ面の試行（日課、教科担任制等）
③各ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟによる学校運営方針等の整備
２.多治見市型小中一貫教育の推進
①基本方針に基づく中学校区単位での取組充実
②幼保小連携、中学校区懇談会、小中連絡会等
３.GIGAｽｸｰﾙ構想の円滑な運営と充実
４.各教育推進ﾌﾟﾗﾝの進捗管理と評価・改善
①子どものよりよい習慣づくりたじみﾌﾟﾗﾝ
②ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育推進たじみﾌﾟﾗﾝ
③親育ち4･3･6･3たじみﾌﾟﾗﾝ
④運動習慣の向上事業計画

目
標
３

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）

T3

１.①②全国学力･学習習慣等調査の結果分析と周知
(9月)。研究主任会での指導及び実践交流(6･2月)
③英語科教員への訪問指導(41人､79回)。笠原小の
重点指導。教員及びALT研修の実施(6回)
２.①ﾄﾗｲｻﾎﾟｰﾀｰ安定運用に向けた調整と効果検証
②学校･学級の結果分析。校内研修から指導に活用
③希望する20校に予定通り実施(岐阜市弁護士会)
④規則改正に伴う居場所機能の拡充(利用22人)
⑤運用開始(10/1)。相談案件の調整(実績5件)
３.主張大会(6/15)､挨拶運動､市民大会(2/15)実施
４.市長･教育長と語る会を実施(8/3)。講演会に名
古屋大学大学院の内田良教授を招聘(8/3)
５.全小中学校への設置支援(未設置:3中学校)

T3

＜兼務比率記載欄＞
：

T2

達成度
組織目標兼管理職個人目標

令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート



別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　１　日
評　　価：令和　７　年　２　月　６　日

組織名称

補職名・氏名

＜兼務比率記載欄＞
教育総務80：文化財20

令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
教育総務課
課長　山本元太郎

組織目標兼管理職個人目標
達成度

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）

目
標
１

学校施設の適
正運営と教育
財産の適正管
理

計画的な学校施
設整備の推進と
学校施設及び財
産の適正管理

１.笠原小中学校の建設
①校舎建設の契約締結及び建設工事着手（6月）
②旧笠原小学校お別れｲﾍﾞﾝﾄの実施（4月）
２.学校施設整備計画に基づき、児童生徒数の将来推計
を見据つつ、各学校施設の活用方針（長寿命化又は減築
等）を決定・実施
３.LED化推進と工事施工前後の照度の比較
４.学校備品管理、学校施設設備等の適正管理
５.施設維持管理に係る委託契約等の適正執行
６.学校施設の有効活用と目的外使用の適正管理
７.ｸﾞﾘｰﾝﾍﾞﾙﾄ事業への協力（市之倉小・笠原中）

１.①正式契約を締結し、建設工事着手（6月）。以
後予定通り工事進捗
②お別れｲﾍﾞﾝﾄ実施(参加者300人以上)、ﾊﾞｻﾞｰにより
不用品削減（4月）
２.直近2年の急激な出生数の減少を考慮し、各学校
施設の減築工事を停止することを決定
３.小学校3校、中学校5校のLED化実施。全庁的に来
年度以降LED化はﾘｰｽ方式で行うことを決定
４.経年化等で不用となった備品の廃棄作業を適正に
実施
５.施設点検に必要な全契約(29件)を着実に完了
６.適正に管理。目的外使用113件（1月まで）
７.市之倉小・笠原中共に国主催の学習会開催に協力

T2

１.①構想推進部会に参加し協議(5回)
②不具合発生時に保守業者と連携し適切に対応
③県共同調達作業部会に参加し、調達仕様書を取り
まとめ。12月調達事業者決定、令和7年度当初予算化
２.電子黒板の故障状況調査実施（9月）、補正予算
を確保し修繕中（12月補正）
３.４.不具合発生時には保守業者と連携して対応。
ﾈｯﾄﾜｰｸｱｾｽﾒﾝﾄを小中4校で実施（12月補正、3月末完
了）

T2

目
標
３

総合教育会議
等の適正運営

総合教育会議、
教育委員会の適
正な運営

①総合教育会議（年2回）及び教育委員会会議（毎月）
の議案の取りまとめ及び運営
②ｽｸｰﾙﾛｲﾔｰの職務内容について教育委員会会議及び総合
教育会議で検討・決定し、導入
③給付型奨学金制度の奨学生決定及び給付事務、貸付型
奨学金債権の適正管理
④教育委員人事等に関する事務の実施
⑤教育委員会だより等による関係事業の情報発信
⑥校務員の指導及び会計年度任用職員雇用の適正管理
（研修及び個別面談）（4･12月）
⑦教育委員会表彰、後援等の事務
⑧教育委員会事務局事務の適正な執行（随時）

①総合教育会議の議題・日程を市長と協議の上決
定。1回目はICT,2回目は不登校対策
②職務内容を受託予定の弁護士と調整し決定（9
月）、10月1日契約。既に4件の相談に対応
③市HP、広報（8月）、近隣高校に募集周知（6
月）、教育委員会で対象者決定予定（11月）。返済
が遅れている者に連絡を取り、奨学金債権を適正に
管理
④適切に事務を執行し、10月に教育委員が1名交代
⑤⑥⑦⑧適切に執行又は実施

T3

目
標
２

学校ＩＣＴの
推進と安定稼
働

小中学校ネット
ワーク再構築及
び学校ＩＣＴ環
境の推進

１.GIGAｽｸｰﾙ構想の円滑な運営
①GIGAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによる運用体制の協議
②ﾈｯﾄﾜｰｸ環境の安定稼働
③１人１台端末機器更新（R7～）に向け、共同調達協議
会及び部会に参加し、仕様決定し、予算化
２.小中学校におけるﾊｰﾄﾞｳｪｱ・ｿﾌﾄｳｪｱ整備
３.GIGAｽｸｰﾙ構想を踏まえた学校ICT環境整備計画の確実
な運用
４.学校ICT環境の安定稼働の確保（通年）

目
標
４

小中学校の学
校施設修繕の
推進

学校施設改修の
推進

①小学校（19件）の大規模修繕の実施（通年）
②中学校（25件）の大規模修繕の実施（通年）
③平和中の非構造部材耐震化（ｱｽﾍﾞｽﾄ対応含む）
④小中学校の緊急修繕対応（通年）
⑤小中学校個所付け修繕工事の実施（通年）

①15件完了、残り4件も3月末までに完了予定
②19件完了、残り6件も3月末までに完了予定
③夏休み期間にｱｽﾍﾞｽﾄ除去作業を実施したため、令
和７年度まで工期を延長。交付金申請手続等を適正
に実施
④小学校44件、中学校33件の小規模修繕を実施、全
て３月末までに完成予定
⑤小学校3件、中学校2件の工事完了 T3

目
標
５

駅北庁舎の適
正管理と教育
委員会事務局
の適正な事務
運営

駅北庁舎の適正
な管理と教育委
員会事務局の適
正な事務運営

①駅北庁舎の施設・整備の適切な管理
②駅北庁舎の文書収受発送に関する事務
③教育委員会事務局全体の総合計画、主要事業、政策課
題、予算、決算に関する調整
④教育委員会の運営等に関する適切な情報提供
⑤小中学校の予算・決算に関する事務
⑥学校事務職員との連絡調整、学校校務員との連絡調
整・研修に関する事務
⑦地方教育費調査に関する事務
⑧国庫補助申請に関する事務
⑨教育長秘書業務

①ｴｱｺﾝ等の故障に、適切に対応（6月）
②適切に実施
③総合計画、予算・決算等の事務に着実に対応
④適切に実施（随時）
⑤来年度の配当予算に関し、ﾋｱﾘﾝｸﾞを実施し、予算
化。決算に関しても適切に実施
⑥適切に対応（随時）
⑦適切に対応
⑧遺漏の無いよう、着実に対応
⑨適切に対応（随時）

T3

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）



別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　１　日
評　　価：令和　７　年　２　月　６　日

組織名称

補職名・氏名

＜兼務比率記載欄＞
文化財20：教育総務80

令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
文化財保護センター
所長　山本元太郎

組織目標兼管理職個人目標
達成度

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）

目
標
１

文化財の普及
啓発及び調査
研究事業の推
進

文化財への理解
啓蒙の普及と各
種 団 体 と の 連
携・協力

１.昭和小の学校展示運営、根本小の学校展示準備（令
和7年度運営）
２.文化財企画展示の開催
①上半期：「かわいい！たじみのぶんかざい」
②下半期：「陶器商の道具展（仮称）」
３.研究紀要（第17号）の執筆･編纂･発行
４.学校への文化財出前授業実施（随時）
５.駅北庁舎･文化施設での展示、移動展の開催、他施設
との共同展示（随時）
６.文化財講座･市民向け啓発講座の開催（随時）
７.文化財解説看板の設置（新設･建替え）
８.市内寺院の史料調査（年3回程度）
９.国民文化祭関連ｲﾍﾞﾝﾄの実施（小木棒の手、水月窯、
五峰庵）

１.昭和小は設置作業完了(3月)、根本小は展示内容
及び展示方法の再検討のため令和8年度にﾛｰﾘﾝｸﾞ
２.①7月22日から12月20日まで開催。観覧者539人
②「陶器商の蔵」と題し、1月27日から6月20日まで
開催
３.小名田窯下窯の白天目に関する講演録等の編纂終
了につき、3月発行予定
４.小泉小(6月)、養正小(7月)、池田小・昭和小(11
月)、脇之島小(2月)で実施
５.笠原交流ｾﾝﾀｰで林雲鳳展を実施（4～9月）
６.図書館古文書講座(6月)、県古文書講座・ﾛｰﾀﾘｰｸﾗ
ﾌﾞ(7月)、観光ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｶﾞｲﾄﾞ・商工会(9月)、学び伝
える会(3月)、依頼を受けて講座実施
７.藏珍窯完了、赤根曽古窯跡群、小名田小滝9号窯
は作業継続中
８.申し出がなく未実施
９.各団体と企画・調整を随時実施。予約受付から当
日の事業まで適切に実施（11月）。報告3月完了予定

T2

１.①文化財審議会で池田城跡の見学を実施
２.①大日如来坐像は京都市博物館美術院での修理完
了(1月)。多度神社本殿の修理完了(8月)
②防災設備保守、庭園荒廃防止を適切に実施（2月）
③自動火災報知機設置(10月)。消防訓練(1月)
④必要に応じ適宜実施（永泉寺ｲﾁｮｳ、永保寺六角堂
等）。
３.倒木危険樹木を2件伐採済
４.ｶﾓｼｶ対応通報18件、出動4件（死亡2件、放逐1
件、自走1件）。北小木川の草刈(5・11月)、ﾎﾀﾙ生息
数調査(6・7月)、ｶﾜﾆﾅ調査(11月）実施。ボランティ
アの参加多数
５.虎渓山ｼﾃﾞｺﾌﾞｼ群生地の笹狩等を着実に実施

T2

目
標
３

埋蔵文化財保
護事業の推進

増加する埋蔵物
調査の早急な対
応推進

①国庫補助金を活用した各種開発確認調査（試掘調査
等）の実施（随時、年20～30か所を予定）
②平成30年度～令和3年度に調査した市内遺跡の発掘調
査報告書作成
③七ツ塚遺跡第15次試掘調査の断続的実施（令和4年度
～）
④文化財保護法に基づく申請・通知・進達処理の実施
⑤七ツ塚遺跡（第5･6次）他市内遺跡の出土遺物整理作
業の実施

①1月末までに13件実施
②編集作業継続中（3月完了予定）
③試掘調査実施（6月）、94条発掘の通知を岐阜県に
提出(12月)
④14件について着実に実施
⑤数量膨大なため、整理作業を継続実施中

T3

目
標
２

指定文化財保
護事業の推進

老朽化した文化
財の修理や年々
増加する市指定
文化財の保護活

動の推進

１.調査･調整に基づく新たな文化財の指定
①新たな文化財指定（県･市）に関する調査、関係機関
との調整
②指定の検討、現地確認
２.指定文化財の補助事業
①長福寺大日如来坐像、多度神社本殿の修理
②国指定文化財管理、永保寺防災施設水道料金の補助
③多度神社への防災設備の設置
④文化財の所有者等との協議、準備、修理
３.永保寺の文化財の保護全般（随時）
４.ｶﾓｼｶ対応、天然記念物調査、草刈などによる保護活
動推進（北小木のﾎﾀﾙ、ｻｸﾗｲｿｳ等）
５.指定文化財の保護事業

目
標
４

各種文化財保護
の推進

文化財全般への
理解・啓蒙の推
進と各種団体の
育成・補助

①地域郷土資料室活動への補助
②民俗資料等の郷土資料の収集（随時）
③基金を活用した古陶器の検討及び購入
④民俗芸能保存会の後継者育成の支援（随時）
⑤SNS等による文化財関連情報の積極的な情報発信
⑥文化財審議会の開催及び運営（年3回）
⑦喜多町西遺跡公園復元家屋の活用

①3月末までに実施
②民俗資料の寄付9件受領
③検討すべき古陶器がなく、今年度は不実施
④小木棒の手保存会に対する国民文化祭を通じた活
動支援及び保存活動謝礼金の支払事務を着実に実施
（10月）
⑤企画展・国民文化祭事業について随時情報を発信
⑥７月･12月・3月に開催
⑦小泉小学校の校外学習で活用（6月）（家屋の痛み
が激しく内部に入れない状態。家屋保護のため、燻
蒸処理を毎月実施）

T3

目
標
５

文化財保護セ
ンターの体
制・施設整備

他機関との連
携・センター体
制の整備、施設
の有効活用

①埋蔵文化財発掘業務委託の適正執行
②文化財保護ｾﾝﾀｰ倉庫の建設
③美濃焼ﾐｭｰｼﾞｱﾑ、地域郷土資料室、ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙﾐｭｰｼﾞｱﾑ、
陶磁器意匠研究所等との協力･連携の推進
④市史編纂に必要な体制の検討
⑤文化財問い合わせ等の対応

①適正に執行
②元火葬場跡地に建設中。3月末竣工予定
③各施設の企画展での収蔵品の貸借を通じて協力・
連携を推進
④文化財審議会の意見を聴取しつつ原案作成中
⑤適切に実施

T3

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）



別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　７　年　２　 月　６　日

組織名称

補職名・氏名

＜兼務比率記載欄＞
：

令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
教育委員会事務局　教育推進課

教育次長兼教育推進課長　東山学史

組織目標兼管理職個人目標
達成度

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）

目
標
１

健やかな学び
を支える教育
環境の充実

学校と保護者を
支える特色ある
施策の推進

１.笠原小中学校の開校に向けた準備
①幼保小中一貫教育研究会の開催
②開校に向けたｿﾌﾄ面の整備（校歌･週時程等）
③ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟによる学校経営方針の整備
２.多治見市型小中一貫教育の推進(中学校区教育懇談
会･小中連絡会の実施等）
３.たじっこｸﾗﾌﾞの受け入れ体制の充実（待機児童の早
期解消、支援員の資質向上）
４.ｼﾞｭﾆｱｸﾗﾌﾞが抱える新たな課題への対応
５.発達相談の受診機会(40回)の確保及び学校･保健セン
ターとの連絡･調整
６.外国籍児童生徒支援事業の推進（相談員１名、支援
員８名の活用）

１.①笠原幼保小中一貫教育研究会を開催(7/2、
10/21、2/25)
②③学校教育目標やｶﾘｷｭﾗﾑ等の決定に向け、各ＷＧ
で進行中。校歌など決定次第公表予定
２.5月の中学校区懇談会で目指すこどもの姿を共有
し交流会を開催。2月に2回目の懇談会実施
３.4法人に業務を委託。毎月連絡会議を開催し、課
題の洗い出しと支援員への指導を実施。受け入れ体
制を充実し、待機児童が解消（11月）
４.適切な処理、受付業務の実施
５.40回に拡大した相談は受付は終了
６.対象児童生徒増加（57人）のため、相談員含む9
名で日本語指導を実施

T2

１.①4小学校（根本･滝呂･小泉･北栄）に継続配置。
夏休み算数学習会を実施（市内2カ所で14日間のべ
207人参加）
②学校、学級ごとに分析と情報提供。多治見市いじ
め防止基本方針の周知と運用
③小泉中、池田小にﾄﾗｲｻﾎﾟｰﾀｰを配置。校内支援ｾﾝﾀｰ
利用児童生徒をｻﾎﾟｰﾄし出席日数増加
④規則改正により、子どもの居場所機能を拡大
２.①いじめの積極的認知（433件、重大事案0)
②弁護士による授業を実施（20授業分実施）
３.①巡回相談でｽﾏｲﾙﾌﾞｯｸの具体的活用法を指導
②指導教諭と課題点を共有。通級指導教室の方向性
の確認と連携強化

T2

目
標
３

特色ある多治
見市教育（第
３次教育基本
計画）の実施

自立と共生をめ
ざす教育の推進
と的確な進捗管
理・評価

①第３次多治見市教育基本計画の推進と進行管理（進捗
評価10･3月)
②働き方改革ﾌﾟﾗﾝ2024の推進と進行管理（毎月）
③青少年健全育成事業における子供の地域事業への参加
促進(挨拶で絆の日、わたし主張2024市大会、青少年ま
ちづくり市民大会の開催等）
④親育ち4・3・6・3たじみﾌﾟﾗﾝに関わる関係機関の連携
調整(5･12･2月）
⑤学校運営協議会の全小･中学校への拡大促進と支援
⑥市や学校の課題に応じた学校人事の推進
⑦教職員の負担軽減への支援（ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾄｽﾀｯﾌの配置）
⑧各校の取組の家庭及び地域への情報提供

①進行管理ｱﾝｹｰﾄを実施（12月）。分析結果を教育行
政評価員会で報告（3/5）
②超過勤務時間の前年度比縮減を達成。前年から43
分減。超過勤務45時間以下89.1％
③主張大会の開催（6/15）。挨拶で絆の日を実施
（7/1、11/1）まちづくり市民大会を開催（2/15）
④関係課の親育ち関連の事業実施状況を集約。各課
との連携事業について検討。
⑤全小中学校設置（R7末まで）に向けた情報提供
（全小学校配置完了、未設置は中学校3校）
⑥学校･東濃教育事務所との人事調整（10～2月）
⑦全小中学校への継続配置による校務支援（通年）
⑧学校報、教育委員会だより等の発行（通年）

T3

目
標
２

自立と共生を
支える教育の
推進

不登校対策、イ
ンクルーシブ教
育の推進と充実

１.不登校対策の充実と強化
①教育支援員の配置（4名）による個別支援の充実
②ﾊｲﾊﾟｰQU実施（年2回）による状況把握と活用
③校内支援ｾﾝﾀｰの整備及びﾄﾗｲｻﾎﾟｰﾀｰ活用（2名）
④さわらび学級の機能拡大（学校復帰･居場所）
２.「いじめ防止基本方針」の徹底
①いじめの未然防止、早期発見･早期対応及び重大事案
への適切な対応
②弁護士によるいじめ未然防止授業の実施（20回）
３.ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞ教育の充実
①推進委員会の開催(年３回)、ｽﾏｲﾙﾌﾞｯｸの活用(目標所
持率小70％･中50％)、巡回相談の充実
②小中学校通級指導教室の効果的な運用

目
標
４

学校の教育活
動を支える各
種事務の推進

学校の教育活動
への指導・支援

①全教職員の適正な人事評価の実施
②教職員の服務や教員免許状に関する事務
③児童生徒数の把握、学齢簿管理、学級編制事務
④指導要録の作成･保管に関する指導と点検
⑤就学、通学区域、校外学習に関する事務
⑥小中学校共同学校事務室協議会の実施（年２回）
⑦学校保健会、結核対策委員会、腎臓判定委員会の円滑
な運営
⑧中体連支援、教科用図書に関する事務
⑨学校教育活動支援事業（図書ｶｰﾄﾞ配付）の推進
⑩教育充実推進事業(１校30万円)の推進
⑪準要保護家庭への支援による貧困対策の実施

①校長との人事懇談を通して情報の収集
②県教委の研修や学校訪問を通じて適宜実施
③毎月転出入を確認し、学齢簿反映
④管理訪問に随行し、確認・指導を実施
⑤就学は学齢簿をもとに適宜指導。通学区域は１月
末現在具体的な審議案件なし
⑥室長会議開催(5月、3月)
⑦学校保健会(5/22)、学校保健会総会(7/3)、結核対
策委員会(5/29、7/10)腎臓判定委員会(7/4)実施
⑧小中教員用教科書契約及び購入(4月)
⑨21校から随時申請。部内で審議し全て執行
⑩⑪全学校より対象事業選考と適切な申請事務を実
施

T3

目
標
５

教職員の資質
向上を図る研
修の実施

管理職の学校経
営力の向上と教
職員のキャリア
ステージに応じ
た研修の充実

①校長会への出席と学校経営への助言
②危機管理研修の実施
③教頭会への出席と指導・助言
④学校訪問による学校運営への指導・助言
⑤教員ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修の充実
⑥教員採用試験のための講師研修会の実施
⑦管理職登用に係る特別研修会の実施
⑧管理職育成研修の実施
⑨資質向上委員会等を活用した教職員の不祥事の根絶の
徹底

①③確実な連絡と校長会・教頭会、学校訪問で適宜
指導
②弁護士を校長会・教頭会に招聘し、研修を実施。
県教委作成の不祥事根絶に向けた資料を用いた研修
の実施
④実態に基づいた指導の実施
⑤ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修を4回実施
⑥講師研修会を5、6月に3回実施
⑦管理職2次選考に向けた研修会を12月に2回実施
（12/20,27）
⑧校長会と連携し、6回実施
⑨県教委からの指導資料も活用しながら適宜実施

T3

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）



別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　 １　日
評　　価：令和　７　年　２　月　 ６　日

組織名称

補職名・氏名

＜兼務比率記載欄＞
：

令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
教育委員会事務局　教育推進課

主幹　丹羽紀一

組織目標兼管理職個人目標
達成度

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）

目
標
１

安心・安全な学
校作りの推進と
危機管理

安全・安心な学
校とするための
指導

①学校安全ﾏﾆｭｱﾙを基にした危機管理と防災教育の充実
②学校･地域･道路管理者との協働による通学路交通安全
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施(2回)と対応の進捗把握
③熱中症対策、交通事故、ﾌﾟｰﾙ事故等の防止についての
指導
④学校保健会(3回)、結核対策委員会(3回)、腎臓検診委
員会(3回)、保健主事会(3回)の運営
⑤養護教諭部会(8回)・栄養教諭・食育推進課と連携し
た食物ｱﾚﾙｷﾞｰへの対応
⑥養護教諭部会（8回）と連携した学校保健事務の推進

①保健主事会に岐阜大学村岡治道准教授を講師に招
いて研修会（6/27）を実施
②通学路安全点検（7/22）、通学路安全推進協議会
（8/26）を実施。地域、学校、保護者の要望に対
応。点検場所55箇所、対応箇所36箇所
③WBGTによる判断基準など、校長・教頭会（5/24、
5/21）で周知
④担当医や担当教員への依頼、意見交流を実施
⑤食物等ｱﾚﾙｷﾞｰ研修会（8/21）の実施
⑥諸帳簿の取扱について随時確認

T2

①臨時的任用者として、補充と加配のための常勤講
師6名、臨時主事1名、非常勤講師1名追加
②評価・要望（12月）、講師募集（1月）実施
③校務支援ｼｽﾃﾑと連携したＷＥＢ出願ﾃﾞﾓ（12月）実
施。進路希望調査（7、11、1月）実施
④定数報告（4、5、8、10、1月）実施
⑤教育長訪問で各小・中学校に指導を実施
⑥新たな免許申請者への随時対応
⑦授与業務3名、候補者6名の書類作成（随時）
⑧担当校長や各種目協会（剣道・バレーボール・卓
球）と連携（4・5・6月）
⑨学校安全・学校運営協議会等の調査（随時）

T2

目
標
３

第３次教育基
本計画につい
ての体的施策
推進

ジュニアクラブ
運用方法のたゆ
まぬ改善と学校
運営協議会の有
効性の向上

１．ｼﾞｭﾆｱｸﾗﾌﾞが抱える新たな課題への対応
①部活動地域移行検討会議の月1回開催
②現行のｼﾞｭﾆｱｸﾗﾌﾞの課題に対する全市的な調整と支援
２．学校運営協議会設置校の拡大
①現設置校の運営状況と本年度の動きの把握と情報発信
(3月)
②新たな設置校の運営支援
３．笠原小中学校の設立に向けた教頭ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの運
営（年4回）

１.①部活動地域検討会議（4・6・7・9・12月）で各
関係機関と情報共有し、今後の方向を検討
②ｼﾞｭﾆｱｸﾗﾌﾞ等紹介ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成、配付（1月）
２.①各学校の学校運営協議会への参加（随時）。各
学校に活動報告書作成依頼し、冊子を作成、配付（1
～4月）
②新たな設置校、設置予定校の校長との情報交流等
を随時実施
３.教頭WG（5・8・11・1月）準備委員会打合せ。
PTA準備委員会（6・10月）組織案・規約案作成。
学校運営協議会準備委員会（8・12月）組織案作成

T3

目
標
２

学校の教育活
動を支える各種
事務の推進

正確な人事配置
と諸手続の遂行

①教職員の休職・病休・当初欠員・産育休等のための常
勤講師60名程度、非常勤講師40名程度、計100名程度の
補充のための臨時的任用者の確保
②加配計画に基づく講師・非常勤講師の配置(2月）
③高校入試事務に関する情報の把握と市内中学校への確
実な伝達と指導
④学級編制と教職員配置の基盤整備
⑤指導要録等公簿の適切な管理と学籍に関する指導
⑥教員免許に関する事務
⑦叙位・叙勲、各種表彰事務
⑧参加資格の多様化による中体連業務：理事会指導/旅
費補助
⑨県教委等からの伝達・調査事項の確実な実施

目
標
４

学校困難事案
への対応

支援を要する児
童生徒の対応の
充実と児童生徒
が安心して生活
できる生徒指導
の充実

１．対応困難な要望や事案に対する学校への指導･援助
２．教育相談の充実
①支援を要する家庭への指導についての助言
②事件事故に対する迅速･誠実･確実な対応と各機関との
連携に関する助言
３．教職員の働き方改革の推進と不祥事及び対応困難事
案未然防止ための学校への指導･助言
①全教職員の時間外勤務時間の把握と管理
②資質向上委員会の実施とｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸの活用
③ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽﾁｪｯｯｸの全員参加
④ﾗｲﾌｽﾀｲﾙに合わせた働き方改革の推進

１.事実の詳細確認、解決方法の立案、保護者との信
頼関係構築方法についての指導・助言
２.①②事実の詳細確認、解決方法の立案、各機関と
の連絡・調整についての指導・助言
３.①超過勤務時間報告集計作業、校務支援ｼｽﾃﾑを活
用した出退勤管理により、全教員の実態を把握、必
要に応じて教員への指導実施（毎月）
②不祥事の未然防止および共通理解に基づいた指導
実施（随時）
③ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽﾁｪｯｸの啓発（7月）
④長期休業日の閉庁日設定と午後７時までの退勤啓
発（随時）

T3

目
標
５

教育推進課各
種事業の支援

教育行政と学校
現場の連携強化

①青少年育成推進員に関する業務遂行
②指定校変更･区域外就学等転出入に関する業務支援
③学校と連携した教育基本計画の評価と検証
④外国籍等児童生徒相談員と学校現場の連携支援

①「わたしの主張大会」（6/15）の実施、「挨拶で
絆の日」（7/1、11/1）の実施、「青少年まちづくり
市民大会」（2/15）の実施
②希望する児童生徒の状況把握と学校との連携（随
時）
③各学校への調査依頼（11、12月）
④外国籍等児童生徒進路説明会（8/23）、長期休業
日の学習会（7、8、12、1月）、外国籍等児童生徒相
談員との情報交流を随時実施

T3

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）



別記第１号様式

組織名称

補職名・氏名令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
教育委員会事務局　食育推進課

課長　渡辺康之

組織目標兼管理職個人目標
達成度

＜兼務比率記載欄＞ 目標設定：令和　６　年　４　月　１　日
食育推進60：食育セ40 評　　価：令和　７　年　２　月　６　日

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）

目
標
１

学校給食費の
一部無償化へ
の対応及び学
校給食会計の
適正執行

１.学校給食費の一部無償化に向けた方針案の決定（9
月）
２.物価高騰に伴う学校給食費改定(時期・金額等）に向
けた方針の決定（9月）及び対応準備（3月）
３.学校給食会計の適正な執行（通年）
①物価高騰等に伴う食材費、光熱水費の対応
②学校給食物資の適正な調達
③地産地消推進事業の推進
④学校給食運営委員会の運営
⑤給食費の滞納整理と不納欠損処分の実施​
⑥学校給食費滞納者への法的措置の実施

１.２.学校給食費について、政策会議(8/13、
12/4)、市議会全員協議会(8/20)、学校給食運営委員
会(8/28、 12/25、 3/5)、校長会(9/5) 、教頭会
(9/10)、ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ(9/18～10/18、11/22～12/23)
等からの意見を踏まえ、令和8年度から市内中学生
(公私立問わず)を対象に無償化する方針案を決定。
さらに、精米価格等の高騰を考慮し、令和7年度から
給食費の値上げ幅を変更し、小学校315円、中学校
360円、幼稚園280円に決定(3月)
３.①１食20円の公費負担を決定(6月補正) ②③岐阜
県産の食材等も含め入札により適切に調達 ④3回開
催(8/28、12/25、3/5) ⑤⑥督促・催告等を実施(11
月）。少額訴訟及び支払督促に着手(2月)

T2学校給食費の一
部無償化及び学
校給食費の改定
への対応

目
標
２

食育推進事業
の計画的実施

１.食育推進事業の実施（通年）
①学校、PTAに向けた食育講座、学校給食試食会の実施(通
年)
②小学生３年生の食育ｾﾝﾀｰ施設見学の運営（年26回 合計
800人）
③企業とﾀｲｱｯﾌﾟした食育事業の実施（約３社）
④給食ﾚｼﾋﾟのｽｰﾊﾟｰでの設置･配付（年４回）
⑤「早ね･早おき･朝ごはん」運動の推進
２.市内農産物を活用した「たじっこ給食」の提供（年5回
程度）
３.食育推進委員会の適正な運営（通年）
①食育推進委員会の運営（２回）
②食育事業の調査研究
４.多治見市栄養士連絡協議会との連携（通年）

１.①在校生保護者(15回)、一般市民(11月)、新小１
保護者(2月)を対象に実施 ②全13校の小３(26ｸﾗｽ)が
参加 ③ｶｺﾞﾒ㈱、雪印ﾒｸﾞﾐﾙｸ㈱、醤油協会と連携し食
育講座、授業(ﾍﾞｼﾞﾁｪｯｸ活用)、中学生向け栄養講座
を実施 ④給食ﾚｼﾋﾟ設置(5ヶ所×5回)。㈱ﾊﾞﾛｰと連携
し試食とﾚｼﾋﾟ配付(1ヶ所×1回) ⑤食育便りで周知。
食生活ｱﾝｹｰﾄを実施(6月)
２.農家、農林Ｇと連携し、市内産農産物を活用した
「たじっこ給食」を実施(15回)。生産者の動画を作
し、学校にて視聴指導を実施(3回)
３.①２回開催(9月、2月) ②食育推進全国大会(6
月)、全国栄養教諭等研究協議会(7月)等への参加
４.栄養士連絡協議会(3回)で情報共有。食育講座を
連携し実施

T3
食育推進事業の
実施及び委員会
の適正な運営

目
標
３

学校給食調理
場の適正管
理・運営

１.笠原小中学校整備事業の推進（仮設校舎での衛生管
理など適正な対応）(通年）
２.旧洗浄ｾﾝﾀｰ・旧大畑調理場の土地建物の公売（6月）
３.共栄調理場跡地活用の研究（3月）
４.共同調理場・学校調理場の施設整備計画の立案（3
月）
５.既存調理施設の維持管理の充実（通年）
①調理場施設の緊急修繕対応
②調理場施設簡易修繕工事の実施

１.笠原小学校仮設校舎の給食提供体制構築のためｼ
ﾐｭﾚｰｼｮﾝ等を実施し安全に提供
２.入札期間(6/3～6/6)、開札(6/7)により落札者決
定。建物表題登記及び保存登記完了(8月)、土地境界
等について落札者と協議を重ね、最低公売価格を大
きく上回る金額で売買契約締結(9月)、所有権移転完
了(10月)
３.公共施設管理課と跡地利用について研究。市全体
で検討していく方針を決定
４.調理機器等資料を業者から徴取し更新時期を整理
(3月)
５.①②滝呂小調理場真空冷却機及び共栄小配膳室牛
乳保冷庫購入、北栄小北陵中調理場空調機修繕、食
育センター下処理室空調機修繕等に対応(随時)

T2学校給食の受配
校の調整及び既
存施設等の整
備・活用

食物アレルギー
の適正な対応及
び提供

目
標
４

食物アレル
ギー対応食の
安全安心な提
供

１.食物ｱﾚﾙｷﾞｰ対応（除去食）の推進（通年）
①令和６年度からの提供開始校（共栄小、根本小、陶都
中、精華小、北栄小、北陵中、笠原小、笠原中、明和幼
稚園、笠原幼稚園）への支援
②保護者との面談、学校･調理場との調整
２.食物ｱﾚﾙｷﾞｰ児童･生徒への安心安全な提供（通年）
３.学校職員、保護者への食物ｱﾚﾙｷﾞｰ対応の啓発周知
（通年）
４.調理員（委託を含む）への除去食提供の周知と研修
実施
５.必要な備品の調査及び適切な手配（～3月）

１.①新たに除去食対応を開始する学校及び調理場で
の体制構築、定期的な巡回を実施。4月から全ての小
中、幼稚園で除去食対応を開始 ②適宜相談に対応。
次年度食物ｱﾚﾙｷﾞｰ対応に向け保護者との面談を実施
(2月)
２.養護教諭部会と連携し、食物ｱﾚﾙｷﾞｰﾏﾆｭｱﾙを改定
(随時)
３.食物ｱﾚﾙｷﾞｰﾏﾆｭｱﾙ動画を作成。食物ｱﾚﾙｷﾞｰ児の保
護者との意見交流会を実施(10月)
４. 研修や調理場、配膳室の巡回において食物ｱﾚﾙ
ｷﾞｰ対応についての周知及び啓発(随時)
５.栄養教諭や調理員等と協議し、必要備品等を調達
(随時)

T3

目
標
５

食育センター
等の円滑な運
営及び学校給
食の安定供給

１.食育ｾﾝﾀｰの円滑な運営
①委託調理場の適切な管理
②衛生管理等の研修の実施
③会計年度任用職員（配膳員・調理員）の確保と的確な
雇用申請及び報酬支払事務の執行
④調理員採用計画のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ（3月）
⑤周辺住民との調整、円滑な関係の維持･継続
⑥衛生委員会の運営
２.学校給食の安定的な供給
①安全安心で魅力あるおいしい学校給食の提供
②感染症休校等措置に係る学校給食調整

１.①委託調理場を定期的に巡回し現場を確認 ②配
膳員研修(4月)、調理員研修(7月、1月)を実施 ③調
理員の募集広告を、近隣のﾀｳﾝ誌に掲載(8月、11
月)。ﾊﾛｰﾜｰｸに求人広告を随時掲載。調理員3人分の
派遣委託契約を締結(9月)し、人員を確保 ④調理員
の人員配置計画を見直し、人事課へ要望 ⑤周辺住民
とのﾄﾗﾌﾞﾙは無く、良好な関係を維持 ⑥2回開催(8
月、3月)
２.①衛生管理基準等遵守し、安全安心な魅力あるお
いしい給食を継続的に提供 ②ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞによる学級閉
鎖や気象警報時等適切に対応

T3
安心安全なおい
しい学校給食の
安定的な供給

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）



別記第１号様式

組織名称

補職名・氏名

＜兼務比率記載欄＞ 目標設定：令和　６　年　４　月　１　日
食育セ40：食育推進60 評　　価：令和　７　年　２　月　６　日

令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
教育委員会事務局　食育センター

課長　渡辺康之

組織目標兼管理職個人目標
達成度

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）

目
標
１

安心・安全で
魅力あるおい
しい学校給食
の提供

円滑かつ効率的
な施設運営及び
安心安全な調理
業務の実施

①衛生管理･衛生指導の徹底による給食停止「０」の実
現（通年）
②納入業者及び配送業者と調整を行い調理後２時間以内
の喫食を確保（通年）
③会計年度任用職員（調理員）の確保（通年）
④感染症休校等措置に係る学校給食調整（随時）
⑤異物混入事例の削減（通年）
⑥食缶及び食器等の適切な洗浄の実施（通年）
⑦受配校･食育推進課との連携調整（通年）

①②調理員4人欠員状況(2/1現在)の中、給食の停止
もなく、衛生管理基準に基づき、2時間以内の喫食を
確保し、安全安心な魅力あるおいしい給食を適切に
提供
③調理員の募集広告を、近隣のﾀｳﾝ誌に掲載(8月、11
月)。ﾊﾛｰﾜｰｸに求人広告を随時掲載。調理員3人分の
派遣委託契約を締結(9月)し、人員を確保
④ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等による学級閉鎖、学年閉鎖に対し適切
に対応
⑤職員一丸となり朝礼及び研修会を通じ衛生管理に
努め、健康被害になるような異物混入事案は無し
⑥食缶及び食器等を適切に洗浄
⑦食物ｱﾚﾙｷﾞｰ及び食缶の配送関係等必要な情報を受
配校に情報提供

T2

①給食時間等に食に関する指導を実施。食の重要性
について、各教科の中で授業を実施 ②小3(13校26ｸﾗ
ｽ)を対象に、食育ｾﾝﾀｰ施設見学及び食育講座等を実
施(6～1月) ③④雪印ﾒｸﾞﾒﾙｸ㈱、㈱ﾊﾞﾛｰ、醤油協会と
連携し食育事業を実施。ｶｺﾞﾒ㈱と連携した夏休み親
子食育ｾﾐﾅｰ(9組20名参加)を開催 ⑤農家、農林Ｇと
連携し、市内産農産物を活用(たじっこ給食の実施15
回)、生産者の動画を作成し学校にて視聴指導実施
⑥在校生保護者向け(15回)、市民向け(11月)、新小1
保護者向け(3月)試食会を実施 ⑦幼稚園及び小学校
で実施(12月～3月) ⑧⑨毎月の献立検討会で、適切
な栄養管理を研究 ⑩栄養教諭等による食の指導を実
施

T3

目
標
３

食 物 ア レ ル
ギー対応の推
進

食物アレルギー
対応への適切な
支援

①令和６年度から除去食提供開始校（共栄小、根本小、
陶都中、精華小、北栄小、北陵中、笠原小、笠原中、明
和幼稚園、笠原幼稚園）へのｻﾎﾟｰﾄ（通年）
②保護者との面談、学校･調理場との調整（通年）
③保護者への適切な対応･正確な情報提供（油のｻｲｸﾙ表･
原材料明細書･作業手順表）（通年）
④学校職員への食物ｱﾚﾙｷﾞｰ対応に関する適切な情報提供
（通年）

①令和6年度から全小中学校において、食物ｱﾚﾙｷﾞｰﾏ
ﾆｭｱﾙに基づき、適切に除去食対応が開始。学校の混
乱や食物ｱﾚﾙｷﾞｰ事故も無く、調理場、保護者及び学
校と連携し確実に実施。食育推進委員会(9月、2月)
において、食物ｱﾚﾙｷﾞｰについて調査、研究を行い、
適正な対応を徹底
②適宜食物ｱﾚﾙｷﾞｰ相談に対応。次年度食物ｱﾚﾙｷﾞｰ対
応に向け、保護者との面談を実施(3月)
③油のｻｲｸﾙ表・原材料明細書・作業手順表を保護者
に毎月情報提供
④学校職員に対して、個別にｱﾚﾙｷﾞｰ対応の情報を提
供(随時)

T2

目
標
２

食育推進事業
の支援

食に関する正し
い認識の確立に
向けた取り組み
への協力

①食に関する指導の充実（通年）
②小学生の施設見学の受入れ（年26回合計800人）
③食育ｾﾝﾀｰを活用した食育講座の開催（通年）
④企業とﾀｲｱｯﾌﾟした食育事業の支援（3社）
⑤市内農産物を使った「たじっこ給食」の提供（年5回
程度）
⑥試食会における講話の実施（通年）
⑦ｾﾚｸﾄ給食の実施（通年）
⑧栄養管理の実施（通年）
⑨献立検討会の実施（毎月）
⑩学校訪問の実施（通年）

目
標
４

施設や機器の
適切な管理に
よる給食停止
「０」の実現

施設･機器の点
検･整備の充実
及び安定的稼働

①施設や機器の適切な管理による給食停止「０」の実現
（通年）
②電気利用の効率化による光熱水費の削減（通年）
③設備使用状況の確認（通年）
④機器及び器具の大規模清掃（長期休暇中）･定期点検･
巡回点検の確実な実施（定期）
⑤機器故障時の早期の対応（通年）
⑥契約事務の確実な実施（通年）
⑦単独校調理場等への支援（通年）
⑧令和８年度以降の受配校、配送計画等の策定支援（3
月）

①施設や機器を適切に管理
②昨今のｴﾈﾙｷﾞｰ価格の高騰に伴い光熱水費が増額し
ている中、削減を徹底
③④設備の使用状況確認、巡回点検を継続して実
施。機器及び器具の大規模清掃を夏休み・冬休み期
間に実施
⑤調理設備・機器等の故障時は早期に対応
⑥契約事務は適正に執行
⑦滝呂小調理場真空冷却機及び共栄小配膳室牛乳保
冷庫購入、北栄小北陵中調理場空調機修繕等の故障
について適切に対応
⑧令和8年度以降の受配校変更に伴う必要備品等の予
算確保及び配送計画等を研究(3月)

T3

目
標
５

労務安全への
取り組みと職
場環境の充実

公務･労務災害
「０」推進と働
きやすい職場づ
くり

①公務災害及び労務災害「０」の推進（通年）
②機器及び器具等の使用講習の実施（通年）
③ﾋﾔﾘﾊｯﾄ事例の周知（通年）
④調理・衛生研修会の実施（3回/年）
⑤５S+Sの実践（通年）

①公務災害及び労務災害は1月末時点で3件。調理員
研修会等で対策を周知し、事故防止を徹底
②機器及び器具等のﾏﾆｭｱﾙについて、職員に周知
③ﾋｱﾘﾊｯﾄ事例は、毎月の定例会議等で情報を共有
④3回研修会を実施(4月、8月、1月)
⑤５S+Sを適切に実践

T3

ｂ　独自目標加算
　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）



別記第１号様式 目標設定：令和　６　年　４　月　１　日
評　　価：令和　７　年　２　月　６　日

組織名称

補職名・氏名

＜兼務比率記載欄＞
：

令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
教育委員会事務局　教育研究所

所長　前田栄治

組織目標兼管理職個人目標
達成度

標題 実施する業務の内容 成果(評定時に記入)

目
標
１

体力・学力を
高める教育・
保育の推進

健全な生活習慣
を基盤とした運
動習慣・学習習
慣の育成に向け
た事業の推進

１.子どものよりよい習慣づくり推進たじみﾌﾟﾗﾝの推進
①子どもの習慣向上推進委員会の開催(年２回)
②「多治見市子どもの読書活動推進計画」の活用
③「たじっ子ﾁｬﾚﾝｼﾞ」の活用･啓発
④「習慣向上通信」による保護者への啓発(年２回)
２.運動習慣の向上事業計画の推進
①運動を楽しんだり､挑戦したりする取組の推奨
②体力ﾃｽﾄﾃﾞｼﾞﾀﾙ集計ｱﾌﾟﾘ「ALPHA」の導入・活用
３.企業や地域と連携した豊かな体験活動の充実
①ｷｬﾘｱ教育推進に向けた企業等とのﾈｯﾄﾜｰｸの構築及び
(株)Blueberryと連携したｵﾝﾗｲﾝｷｬﾘｱ教育の実施
②土曜学習講座の充実

１.①子どもの習慣向上推進委員会の実施(9､2月)
②「多治見市子どもの読書活動推進計画」を活用し
た読書指導の実施(通年)
③④「たじっ子ﾁｬﾚﾝｼﾞ」の集計(7､12月)。分析結果
を習慣向上通信にて保護者へ啓発(11､3月各1万枚)
２.①たじっ子City Cupの実施(7月体力ﾃｽﾄ2,193人､
2月縄跳び)
②「ALPHA」を活用した体力向上の取組(21校)
３.①職場体験学習の希望を集約し､消防署･市民病
院と調整(6月)。(株)Blueberryと連携したｵﾝﾗｲﾝｷｬﾘ
ｱ教育の実施(21校)
②土曜学習講座の開催(年11回)(10回分の参加者742
名)

T2

１.①GIGAﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの実践交流(年5回)。情報主任
会での状況把握･研修の実施(5､8､2月)
②AI研修､ﾛｲﾛﾉｰﾄ研修の実施(7月)。教頭会(年10回)
におけるICT研修の実施
③年度当初に転入者研修を実施､校内での研修や個
別の支援を実施(通年)。教職員向けに情報発信(25
回)
④情報主任研修会での計画､実践の交流(5､8､2月)
⑤NEXTGIGAに関する研修を実施(7月25名)
２.①②指導者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ指導書及び学習者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
教科書に関するｱﾝｹｰﾄを行い活用指導を実施(8､1月)
③市教研や職務別部会で「TTnet」活用推進指導

T2

目
標
３

学習指導要領
への対応

主体的･対話的
で深い学びを実
現するための指
導力向上

１.授業改善に向けた情報発信及び指導
①児童生徒が学ぶ意義や喜びを味わうことができる授
業改善への指導･助言
②個別最適な学びと協働的な学びの実践例の集積･共有
③学力調査等の結果分析と授業改善への指導
２.指導力向上のための研修の実施
①学習評価の在り方に係る研修の実施(教務主任研修会
等)
②学力向上推進会議(年２回)と各校の指導改善ﾌﾟﾗﾝ進
捗状況把握と指導(通年)
③園内研修の在り方の指導･助言
④中学校採択教科書の調査研究

１.①全校研究会等での指導､助言を実施(通年)
②研究主任研修会(6､2月)にて実践事例の集積､共
有､教育実践論文の表彰､回覧による優秀な実践例の
共有
③保護者への結果分析配付及び教務主任を通じた学
校に対する授業改善への指導(9月)
２.①②教務主任研修会及び学力向上推進会議での
指導(5､9月)
③園内研修での指導･助言(5園8回)
④調査研究および採択の実施(6､7月)､採択教科書の
貸出(9月～)､研修の実施(2月)

T3

目
標
２

Ｇ Ｉ Ｇ Ａ ス
クール構想の
推進

ＩＣＴ機器を活
用した教師の指
導力向上及びＩ
ＣＴ機器の環境
整備

１.指導力向上に資する教職員研修の実施
①授業等におけるICT機器の活用状況の把握･支援及び
実践案の提示(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ･情報主任会)
②ICT活用能力を育成する研修の実施
③ICT教育推進員による教職員や児童生徒への支援
④ﾃﾞｼﾞﾀﾙｼﾃｨｽﾞﾝｼｯﾌﾟ教育の推進
⑤県教委と連携したICT活用研修の実施
２.教育のDX化を図るICT環境の整備
①教師用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ指導書の活用・効果検証(小学校)
②学習者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書の効果的な活用方法の研究
③ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教材共有のための教材ｾﾝﾀｰ「TTnet」の活用推
進

目
標
４

教職員の人材
育成のための
資質向上を図
る研修の充実

経験年数や役職
等に応じて自己
の課題を明確に
した主体的な研
修の実施

①初任教員の資質向上研修の実施(年２回)
②若手教員育成研修の実施(通年)
③職務別部会の計画･運営(通年)
④英語教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる英語科教員への支援･指導
⑤小学校外国語教育主任研修会の実施(年３回)
⑥関係機関と連携した研修の実施(通年)
⑦教師塾ｾﾐﾅｰの開催
⑧教職員自主研修の支援(通年)

①市初任者研修会の実施(4､2月)
②若手教員育成研修の実施(57名92回)
③教務主任､研究主任､情報主任､図書主任､体力向上
主任､人権主任､図書司書等に対する研修の実施
④英語教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる英語科教員全員に対す
る授業視察･指導･助言の実施(41名79回)
⑤小学校外国語教育主任研修会の実施(6､9､12月)
⑥ﾛｲﾛﾉｰﾄ､応急手当､習慣向上等の研修を実施(7月)
⑦7､8月に教師塾ｾﾐﾅｰ(9講座248名)､得意ｾﾐﾅｰを開催
(7講座132名)
⑧先進校視察､研修会への参加､情報ﾓﾗﾙ教育のため
の支援

T3

目
標
５

学 校 教 育 の 研
究・研修等の充
実

　
各園・学校の訪
問指導､研究指
定校への支援､
刊行物の発刊等
を通した研究・
研修の充実

１.幼保小中一貫教育の推進
①幼･保･小･中への訪問による指導(通年)
②笠原小中学校の開校準備(教育課程､学校行事等)及び
笠原校区幼保小中一貫教育の会の支援(通年)
２.指定研究校への支援
各指定園･学校への指導(２年次：精華小､南姫中､精華
愛児幼､１年次：陶都中､南姫小､滝呂小)(通年)
３.主催行事の運営と刊行物の発行等
①学校要覧､研究紀要等の編集及び発行(通年)
②各種調査の実施及び分析(通年)
③大改訂した社会科副読本の活用
④科学作品展､土と版画展等諸行事の運営支援
⑤教育研究所HP等による積極的な情報発信(通年)

１.①幼･保･小･中への訪問による指導
②教務ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟでの日課､行事等の調整(5､8､1
月)
２.各指定校における指導･助言及び研究発表会の実
施補助(精華小10月22日､精華愛児幼10月25日､南姫
中10月30日)
３.①学校要覧の配付(7月)
②各種調査の実施及び分析(通年)
③小学校３年生の児童及び教員への配付(4月)
④科学作品展(8月31日～9月1日)､音楽祭(12月11､12
日)､土と版画展(2月1～3日)の運営支援･実施
⑤教科書採択に関する情報､全国学調の分析､土曜学
習の様子を配信

T3

ｂ　独自目標加算
　　　(任意設定)
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽､職員提案活動､施策
の紹介・普及活動　等

(目標設定) (成果)



別記第１号様式

組織名称

補職名・氏名

＜兼務比率記載欄＞ 目標設定：令和　６　年　４　月　 １　日

教育推進20：子ども支援80 評　　価　：令和  ７  年 　２　月　６　日

令和６年度組織目標兼管理職個人目標管理シート
　放課後児童健全育成事業担当
　課長（放課後児童健全育成調整担当）伊藤和可奈

組織目標兼管理職個人目標
達成度

標題 実施する業務の内容 成果（評定時に記入）

目

標
１

たじっこク ラブ
運 営 に 係 る 課
題の整理・対応
方針の検討

制度全般に係る
検証と改善

①待機児童の状況把握と解消に向けた他市対策事例の調
査・研究と方針案の策定（3月）
②運営ﾏﾆｭｱﾙを元にした各種ﾙｰﾙの周知と支援児対応研修
やｽﾀｯﾌ向け意見交流会の開催による支援員の安定確保
③支援員の処遇改善実施に向けた補助制度等の周知・誘導
④入所申込手続きのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化に向けた活用様式の標準化
を実施(3月)

①受入枠拡大の可能性について法人ﾋｱﾘﾝｸﾞ(6月)、夏季
期間における越境受入れを試行実施(8月：対象児童2
名),待機児童対応について県と協議(9月)ｽﾀｯﾌ確保、受
入施設の状況から受入枠拡大を断念(12月)
②支援員対象研修会（防犯講習、支援児対応の基本、
虐待通告対応）(7/2)。専任ｽﾀｯﾌの意見交換会(10/9)。
支援員の離職防止に向け関係運営法人と協議(2回9、11
月：2法人) 法人負担軽減のため、入所説明会を市主催
に変更、入所決定ｽｹｼﾞｭｰﾙを前倒しし実施(10/17、18)
③改善計画に沿って適宜指導、4法人中､3法人が活用
④休止届等手続きのｵﾝﾗｲﾝ申請実施を協議(1月)入所
前後の手続きの整理（ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化可否項目の仕分け）を実
施(3月)

T3

①受託法人連絡会議を12回（1回/月）開催
②業務受託者選定委員会(6/18)を開催し、前年度の運
営状況を評価。各法人の課題事項について適宜指導
③ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ会議を12回（１回/月）開催し、ｽﾀｯﾌ体制
や支援児対応についての情報共有。担当外ｸﾗﾌﾞの視
察、指導内容についての意見交換(6月)、人事異動事前
交流研修実施(2～3月)
④高収納率を維持(現年度分：99.15％、過年度分：
40.99％）(12月末現在）
⑤ﾄﾗﾌﾞﾙ対応(保護者対応、児童への対応改善等)につ
いて適宜助言、同行実施。委員会の開催実績なし
⑥体育館、運動場及び駐車場の使用について迅速に調
整、ｽﾀｯﾌ確保支援で調理員等を対象に募集実施(7月)

T3

目

標
３

目

標
２

たじっこク ラブ
の円滑な運営

受託法人の事業
評価を通じた適
正なたじっこク
ラブ運営の支援

①たじっこｸﾗﾌﾞ受託事業者（４法人）連絡会議の開催（毎月)
②業務受託者選定委員会の開催（6月）による前年度運営状
況の評価・検証を実施
③たじっこｸﾗﾌﾞｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ連絡会議の開催（毎月）とｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰの役割充実に向け研修・意見交換会の開催（6月頃）
④支払い勧奨等による利用負担金の高収納率を維持
（99％）
⑤法人と連携した迅速な対応体制の構築と第３者委員会の
運営
⑥利用状況に応じたたじっこｸﾗﾌﾞ実施環境の整備

目

標
４

目

標
５

ｂ　独自目標加算

　　　（任意設定）
例：自主研究グループ活動など
の自己研鑽、職員提案活動、施
策の紹介・普及活動　等

（目標設定） （成果）


